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1. はじめに 
兵庫県南部地震以降，日本でのパッシブ免震構造の適

用件数が急増している 1)。近年では，更なる制御性能を引

き出すために，アクティブ制御とパッシブ免震構造の組

合せ，いわゆるアクティブ免震構造の研究が数多く展開

されている。 
アクティブ免震構造の優越性の１つは，パッシブ免震

構造と比べて，優れた加速度制御性能を実現できる点に

ある。加速度制御に関する既往研究では，主に吉田らが提

案した絶対制震制御法 2)と宮本らが提案した拡張等価入

力外乱手法 3) (EEID: Extended EID)及び AD-LQR4) (LQR 

considering acceleration and drift. LQR: Linear quadratic 
regulator)制御法がある。絶対制震制御法 2)は，地震時にお

ける建物の絶対加速度をゼロまで制御可能であることを

特徴とし，実建物への適用も行われている。拡張等価入力

外乱手法は，相対変位および相対速度の制御を主眼に置

く従来の等価入力外乱手法に対して，建物の絶対加速度

を取り入れた手法である。また，AD-LQR は，構造設計者

にも理解しやすい最適制御法である LQR 制御を拡張し，

全層の加速度および層間変位を考慮可能とした手法であ

る。関連する研究報告により，これらの方法が加速度制御

において優れた性能を有することが既に検証されている。

しかし，これらの制御方法はいずれも，制御対象である免

震構造が線形システムであることを前提としたものであ

る。日本において，近年の免震構造の 90％以上は，非線

形免震層を有している 5)。その中，約 75％が履歴ダンパ

ーまたは鉛プラグ入り積層ゴム支承を採用している 5)。ア

クティブ免震構造がこのような強い非線形免震層を持つ

場合，前述の加速度制御方法を直接適用することは困難

である。そのため，履歴型の非線形特性を有する免震層を

持つアクティブ免震構造の加速度制御には，新たな工夫

が必要である。 
前述の加速度制御方法の中で，AD-LQR制御法は制御構

造が比較的簡単であり，設計パラメータと制御性能の関

係を構造設計者が直感的に把握しやすいという利点を有

 
LQR-based acceleration response control for active base-isolated 

structures with hysteretic dampers 

する。また，著者らは既往研究6)において，バイリニアオ

イルダンパーを有するアクティブ免震構造に対してLQR
制御を拡張して適用し，非線形特性を有する制御対象に

対してもLQR制御が有効であることを示している。これ

らの知見を踏まえ，同様に強い非線形特性を有する履歴

ダンパーを備えた免震構造に対しても，LQR制御の枠組

みを拡張することが有効であると期待できる。 
本報は免震層に履歴ダンパーを有するアクティブ免震

建物の加速度制御を目的として，従来の線形システム制

御のためのLQR制御を拡張し，履歴ダンパーを有するア

クティブ免震建物に適用可能なH-LQR (H-LQR: Hybrid 
LQR)制御法を提案する。また，応答解析により，H-LQR
制御を適用した免震建物とパッシブ制御のみの場合の最

大応答を比較し，方法の有効性を検証する。 

2. 構造モデルと制御系の概要 
本章では，研究対象とする構造モデル(Fig. 1)と制御系

を説明する。 

 
Fig. 1. Mathematical model: (a): without and (b) with active 

control devices. 
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4.3. 1次モードの変位と速度の位相差の考察 
本節では，仮定[3]について 1次モードの複素固有値の

偏角を用いて考察する。なお，偏角は 4 象限逆正接を用
いて算定した。 
図 9 に 1 次複素固有値𝜆𝜆m1の偏角を示す。偏角が 0.5π 

radのとき，変位に対して速度は 90°の位相差があること
を意味している。図 9(a)(d)より，Case 1, 4は 1次モード
の変位と速度に概ね π/2 rad の位相差がある。しかし，
Case 2, 3, 5, 6では𝛽𝛽の大きい範囲で 1次モードの変位と
速度に π rad の位相差があり，この範囲は過減衰の範囲
と一致する（図 8参照）。 
以上より，過減衰の範囲では仮定[3]が成立していない。 

5. まとめ 
本論文では，超高層アクティブ免震建築物が風直交方

向風力を受ける場合の最大制御力の予測式について，そ

の適用範囲の考察を行った。得られた知見を以下に示す。 
(1) 風応答は，風力の性質により，1次モード応答が卓越
しているため，高次モード応答の影響を無視できる。 

(2) 変位への重みづけが大きい評価対象は重み指数𝛽𝛽が
大きい範囲（ただし，過減衰の範囲を除く）で層間の

位相差を無視できない。 
(3) 速度への重みづけを行う評価対象は重み指数𝛽𝛽が大
きい範囲で 1 次モードが過減衰になることで，変位
と速度の位相差が π radになる。 
今後の課題として，上記の考察をもとに最大制御力の

予測式の適用範囲の判定式を提案する。 

参考文献 
1) 日本免震構造協会：免震建築物等の計画推移，2024.6 
2) 日本免震構造協会：免震建築物の耐風設計指針(2023)，2023.3 
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(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 8 1次モードの位相差と 1次減衰定数 

 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 

図 9 1次複素固有値の偏角 
 

付録A. 複素固有値解析 
式(2)を変形して，状態方程式の等価モデルを構築する。 
𝐳̇𝐳(𝑡𝑡) = 𝐀𝐀eq𝐳𝐳(𝑡𝑡) + 𝐁𝐁𝐝𝐝𝐝𝐝(𝑡𝑡), 𝐀𝐀eq = 𝐀𝐀 − 𝐁𝐁u𝐊𝐊P (A-1, 2) 

ここに，𝐀𝐀eq：等価システム行列である。 
等価システム行列を用いて複素固有値解析を行う。 
𝐀𝐀eq𝚽𝚽c = 𝚽𝚽c𝚲𝚲c (A-3) 

ここに，𝚽𝚽c：複素固有行列，𝚲𝚲c：複素固有値行列であり， 
𝑠𝑠次減衰定数𝜁𝜁m𝑠𝑠，𝑠𝑠次固有円振動数𝜔𝜔m𝑠𝑠を次式で導く。 

𝜔𝜔m𝑠𝑠 = √𝜆𝜆c,m𝑠𝑠𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠 , 𝜁𝜁m𝑠𝑠 = −𝜆𝜆c,m𝑠𝑠 + 𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠
2𝜔𝜔m𝑠𝑠

 (A-4, 5) 

ここに，𝜆𝜆c,m𝑠𝑠：𝑠𝑠次複素固有値，𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠：𝜆𝜆c,m𝑠𝑠の共役複素数

である。これらは，複素固有値が次式の特性方程式を満た

す性質から導いた 11)。 
𝜆𝜆2 + 2𝜁𝜁m𝑠𝑠𝜔𝜔m𝑠𝑠𝜆𝜆 + 𝜔𝜔m𝑠𝑠

2 = 0 (A-6) 
次に，𝑠𝑠次モードの位相の第𝑖𝑖層の値𝜃𝜃m𝑠𝑠,𝑖𝑖は，𝑠𝑠次複素固

有ベクトルの第𝑖𝑖層の値𝜙𝜙c,m𝑠𝑠,𝑖𝑖の 4 象限逆正接を用いるこ
とで導く。 
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本研究では，多自由度線形せん断モデル(Fig. 1)を研究

対象とする。免震層には，線形天然ゴム支承，履歴ダンパ

ーおよびアクティブ制御装置が配置されている。運動方

程式は，次式により与えられる。 
d g( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )gMx t Cx t Kx t Ef t ME x t Eu t+ + + = − −      (1) 

ここで， ( )x t は応答変位ベクトル， d ( )f t は履歴ダンパー

のダンパー力， g ( )x t は地震加速度， ( )u t はアクティブ制

御力，M は質量マトリックス，C は減衰係数マトリック

ス ， K は 剛 性 マ ト リ ッ ク ス ， T
g [1 1 1]E =  ，

T[1 0 0]E =  である。 

式(1)を次式に表される状態方程式に変換する。 
d g( ) ( ) ( ) ( ) ( )gz t Az t Bu t Bf t B x t= + + +          (2) 

ここで， 

[ ]T 1 1

T T1
g g

0
( ) ( ) ( ) , ,

0 , 0 .

I
z t x t x t A

M K M C

B M E B E

− −

−

  
= =   − − 

    = − = −   



     (3) 

であり， ( )z t は状態ベクトル, A はシステムマトリックス，

B は制御入力マトリックス， gB は地震入力マトリックス

である。 
本論文では，制御系は次式の制御則を持つフィードバ

ック制御を用いる。 
( ) ( )u t Kz t=                  (4) 

ここに，K はフィードバックゲイン， DK は変位フィード

バックゲイン， VK は速度フィードバックゲインである。 

2. 履歴型ダンパーのモデル化 
履歴型ダンパーのダンパー力は Bouc–Wen モデル 7)で

表現できる。 
d e 0 e( ) ( ) (1 ) ( )f t rk x t r k w t= + −            (5) 

ここで， ek は履歴ダンパーの弾性剛性係数， y e/r k k= は

降伏後剛性比， 0x は免震層変位である。w(t)は履歴変数で

あり，以下に示す非線形微分方程式から得られる

( (0) 0w = )。 
1

0 0 0 0( ) ( , ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )n nw t x w x t x t w t w t x t w tϖ β γ−= = − −      (6) 

ここで， β ， γ および n は本モデルの挙動を支配する無

次元量である。n →∞とすると，理想弾塑性のバイリニア

型履歴曲線が得られる。履歴ダンパーの降伏変位 yx が定

まると， β および γ は次式により求められる。 

y

1
2 nx

β γ= =                   (7) 

質量が 1 kg の一自由度モデルで Bouc-Wen モデルの履

歴ループを示す。固有周期は 5 秒，固有減衰定数は 0.05
である。履歴ダンパーの降伏変位は 3 cm，降伏後せん断

力係数は 0.02 である。地震波は擬似速度スペクトルが

pV 120 cm/sS = の Art Kobe を用いる。n が異なる場合の履

歴ループを Fig. 3 に示す。r が異なる場合の履歴ループを

Fig. 4 に示す。これらの図より，Bouc–Wen モデルは，パ

ラメータの設定により，各種の履歴ダンパーの履歴特性

を表現可能であることが分かる。 

 
Fig. 2. Art Kobe wave: (a) accelerogram and (b) pseudo 

velocity response spectrum 

 
Fig. 3. Hysteretic loops for different values of the exponent, n 

(r = 0). 

 
Fig. 4. Hysteretic loops for different values of r (n = 10). 

3. 履歴ダンパーを有する建物のためのLQR制御法 

本章では，履歴ダンパーを有する建物にも適用できる
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力係数は 0.02 である。地震波は擬似速度スペクトルが

pV 120 cm/sS = の Art Kobe を用いる。n が異なる場合の履

歴ループを Fig. 3 に示す。r が異なる場合の履歴ループを

Fig. 4 に示す。これらの図より，Bouc–Wen モデルは，パ

ラメータの設定により，各種の履歴ダンパーの履歴特性

を表現可能であることが分かる。 

 
Fig. 2. Art Kobe wave: (a) accelerogram and (b) pseudo 

velocity response spectrum 

 
Fig. 3. Hysteretic loops for different values of the exponent, n 

(r = 0). 

 
Fig. 4. Hysteretic loops for different values of r (n = 10). 

3. 履歴ダンパーを有する建物のためのLQR制御法 

本章では，履歴ダンパーを有する建物にも適用できる

2025 年度日本建築学会 
関東支部研究報告集  

2026 年 3 月  
 

3 
 

ように拡張されたLQR制御法であるH-LQR制御法を提案

し，アクティブ制御器のゲインの計算方法を示す。 
本論文では，履歴ダンパーを制御対象から分離し，総制

御器のパッシブ部分と見なすとともに，アクティブ制御

器を総制御器のアクティブ部分と見なす。総制御器は

LQR制御法を用いて設計する。すなわち，LQRにより決定

された総制御力は，履歴ダンパー力およびアクティブ制

御力の加算によって与えられる。 
T d( ) ( ) ( )u t u t f t= +                (8) 

ここで， T ( )u t は総制御力であり，以下に示す全層加速度

および免震層変位を考慮した性能指標を最小とするよう

に最適化されている。 
T 2 2

g A g D 00
[ ( ) ( )] [ ( ) ( )] ( ) ( )  dJ x t x t Q x t x t q x t u t t

∞
 = + + + + ∫      (9) 

ここで， AQ および Dq は重み係数である。式(9)を LQR の

標準形に変換すると，次式が得られる。 
T T 2

0
( ) ( ) 2 ( ) ( ) ( )  dJ z t Qz t z t Su t Ru t t

∞
 = + + ∫     (10) 

こ こ で ， D T
A0

q
Q W Q W 
= + 
 

, T
AS W Q= Ψ , 

T
A 1R Q= Ψ Ψ + , 1 1W M K M C− − = − −  , 1M E−Ψ = − 。 

式(10)を最小とする総制御力は，次式より求められる。 
T T ( )u K z t=                   (11) 

( )1 T T
TK R B P S−= − +              (12) 

ここで，P は以下のリカッチ方程式の半正定値解である。 

( )T 1 T T T( ) 0A P PA PB S R B P S Q−+ − + + + =      (13) 

以下にアクティブ制御器のゲインを求める。 
文献6)では，バイリニアオイルダンパーを有する建物に

対して，ダンパー力を状態依存マトリックスと状態ベク

トルとの積として表現し，それに基づきアクティブ制御

器のゲインを求めている。しかし，式(5)に示すように，

履歴ダンパーのダンパー力は，内部変数である履歴変数

w(t)を含む非線形関数であり，既存の状態ベクトルのみを

用いて状態依存マトリックスと状態ベクトルとの積とし

て表現することはできない。そこで，本研究では，履歴ダ

ンパーの履歴変数を状態ベクトルに導入して，拡張状態

を構築することにより，アクティブ制御器のゲインを導

出する。 
式(5)により，履歴ダンパーのダンパー力は。式(5)によ

り，HDのダンパー力は次式により与えられる。 

[ ]
0

d e e 0

( )
( ) 0 (1 ) ( ) ( )

( )

x t
f t k k x t z t

w t
α α

 
 = − = Ξ 
  

       (14) 

ここで， e e

1

0 0 0 0 (1 )
j j

k kα α
−

 
 Ξ = −
  

 

 

は擬似ゲ

イン，
( )

( )
( )

z t
z t

w t
 

=  
 

 は拡張状態である。拡張状態 ( )z t によ

り，総制御力とアクティブ制御力は次式になる。 
[ ]T T T T( ) 0 ( ) ( )u K z t K z t K z t= = =           (15) 

[ ]( ) 0 ( ) ( )u Kz t K z t Kz t= = =             (16) 

式(14)，(15)および(16)を式(8)に代入することで，アクテ

ィブ制御器のゲイン K が得られる。 

TK K= −Ξ                   (17) 

制御系のブロック線図は Fig.5 で示される。ここで，

[ ]T0zC I= ， [ ]T0 0 1wC =  ，I は単位行列である。 

以上により，線形システム制御のためのLQR制御法を，

履歴ダンパーを有するアクティブ建物へ拡張することが

できた。 

 
Fig. 5. Block diagram 

4. 絶対加速度に対する制御性能 

本章では，履歴ダンパーを有するアクティブ免震建物

を対象として，H-LQR制御法による絶対加速度の制御性

能を示す。 
検討用地震波はArt Kobe(Fig. 2)およびHachinohe (Fig. 6)

である。Hachinohe波はHachinohe 1968 EWの成分を用いて，

ピーク地動速度(PGV)を75 cm/sに基準化した。 

 
Fig. 6. Hachinohe wave: (a) accelerogram and (b) pseudo 

velocity response spectrum 
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応答解析モデルは11自由度線形せん断モデルを用いる。 
構造モデルのパラメータ:  

上部構造質量 mi = 1250000 kg， 

上部構造周期 Ts = 2 s， 
上部構造減衰定数ζs = 0.02， 

免震層質量 m0=1875000 kg， 

免震層周期 T0 = 4 s， 
免震層減衰定数ζ0 = 0.02。 

履歴ダンパーのパラメータ: 
降伏変位 xy = 2 cm， 
降伏後せん断力係数α = 0.02， 
n = 10，r = 0。 

LQR の性能指標は式(9)を用いる。免震層変位の重み係

数 は 15.7
D 10q = ， 全 層 加 速 度 の 重 み 係 数 は

14.5
A 10 diag(1, 1,  1, 37) Q =  と設定する。 

H-LQR制御を適用した場合と履歴ダンパーのみの場合

の最大応答の解析結果はFig. 7に示す。H-LQR 制御法によ

り，履歴ダンパーを有する免震建物の全層の絶対加速度

を半分以下に低減できることが確認された。一方，免震層

の最大変位については，H-LQR 制御を適用した場合でも，

パッシブ制御の場合と比べて，ほぼ同程度であった。 

 
Fig. 7. Response comparison: (a) displacement and (b) 

acceleration 

5. まとめ 
本報は，免震層に履歴ダンパーを有するアクティブ免

震建物の加速度制御を目的として，従来の線形システム

を対象としたLQR制御を拡張し，履歴ダンパーを有する
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アクティブ免震建物に適用可能なH-LQR制御法を提案し

た。また，応答解析により，H-LQR制御を適用した免震建

物とパッシブ制御のみの場合の最大応答を比較した。以

下に得られた知見を示す。 
(1) 履歴ダンパーを制御対象から分離し，総制御器のパッ

シブ部分として扱うことにより，免震層に履歴ダンパ

ーを有するアクティブ免震構造に対しても，LQR制御

の適用が可能となった。 
(2) 履歴ダンパーの履歴変数を状態ベクトルに導入し，拡

張状態を構成することにより，アクティブ制御器のゲ

インの導出が可能となった。 
(3) H-LQR制御法により，履歴ダンパーを有する免震建物

の全層の絶対加速度を半分以下に低減できることが

応答解析で確認された。一方，免震層の最大変位は，

H-LQR制御を適用した場合でも，パッシブ制御の場合

とほぼ同程度であった。 
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